
平成 31 年地価公示の実施状況 

 

１．標準地の設定対象区域 

平成 31 年地価公示は、平成 31 年１月１日現在において、公示区域（地価公示法施行規則（昭和 44 年建設省令第

55 号）及び平成 25 年国土交通省告示第 1307 号）を対象として行われた。 

標準地の設定区域は、全国の市街化区域及び市街化調整区域に区分された都市計画区域約 52,232 平方キロメートル

並びにその他の都市計画区域約50,212平方キロメートル計約102,444平方キロメートルの区域並びに都市計画区域外

の公示区域で、対象市区町村は 1,376（23 特別区、787 市、528 町及び 38 村（東京電力福島第 1原発事故に伴う避難

指示区域内において調査を休止した市町村を含む。））である。 

 

 

２．標準地の設定数 

標準地の設定数は、市街化区域 20,566 地点、市街化調整区域 1,381 地点、その他の都市計画区域 4,035 地点、都市計

画区域外の公示区域 18 地点計 26,000 地点となっている（うち、福島第一原子力発電所事故の影響による 7地点は調査

を休止した）。なお、全ての標準地の代表性、中庸性、安定性、確定性等について点検を行った結果、適正と認められ

た 25,520 地点を継続の標準地として設定し、標準地の状況の変化に伴い前記条件に合致しなくなった 480 地点について

は選定替を行っている。 

標準地の設定密度は、市街化区域では、全国的におおむね約 0.7 平方キロメートル当たり１地点、市街化調整区域で

は、約 27 平方キロメートル当たり１地点、その他の都市計画区域では、約 12 平方キロメートル当たり１地点となって

いる。 

これを用途別に市街化区域、市街化調整区域、その他の都市計画区域及び都市計画区域外の公示区域ごとにみると、

次のとおりである。 

(1)  市街化区域 

ア 住宅地と宅地見込地を合わせて 14,393 地点で、第一種低層住居専用地域、第二種低層住居専用地域、第一

種中高層住居専用地域、第二種中高層住居専用地域、第一種住居地域、第二種住居地域及び準工業地域に対

して、三大都市圏（東京圏、大阪圏及び名古屋圏）及び地方四市（札幌市、仙台市、広島市及び福岡市）で

は、約 0.6 平方キロメートル当たり１地点となり、地方圏（三大都市圏及び地方四市を除く。）では、約 1.0

平方キロメートル当たり１地点の割合となっている。 

イ 商業地は 5,177 地点で、準住居地域、近隣商業地域、商業地域及び準工業地域に対して約 0.4 平方キロメー

トル当たり１地点の割合となっている。 

ウ 工業地は 996 地点で、準工業地域、工業地域及び工業専用地域に対して約 2.1 平方キロメートル当たり１地

点の割合となっている。 

(2) 市街化調整区域 

ア 住宅地、商業地及び工業地を合わせて 1,331 地点で、約 28 平方キロメートル当たり１地点の割合となって

いる。 

   イ 現況林地は、三大都市圏の市街化調整区域内の現況山林について 50 地点となっている。 

(3) その他の都市計画区域 

住宅地、商業地及び工業地を合わせて 4,035 地点で、約 12 平方キロメートル当たり１地点の割合となって

いる。 

(4) 都市計画区域外の公示区域 

住宅地及び商業地を合わせて 18 地点となっている。 


